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　当社は、過年度に提出した第65期（2024年３月期）から第67期（2026年３月期）の内部統制報告書について

財務報告に係る内部統制に開示すべき重要な不備が存在していたことが判明したため、本日、金融商品取引法

第24条の４の５第１項に基づき、内部統制報告書の訂正報告書を東北財務局に提出いたしましたので、下記の

とおりお知らせいたします。

1. 開示すべき重要な不備

　当社は、本日公表の「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び過年度の決算短信等の訂正に

関するお知らせ」に記載のとおり、過年度の役員退職慰労引当金の計上額に誤謬があることを確認したた

め、過年度の決算を訂正するとともに、2024年３月期から2026年３月期までの有価証券報告書及び2025年

３月期から2026年３月期までの半期報告書について、訂正報告書を提出いたしました。当該誤謬は、当社

及び連結子会社１社において、役員退職慰労引当金の算定に当たり、内規に基づく期末要支給額が適切に

算定されていなかったことによるものであります。

　当社グループでは、算定資料と振替伝票又は勘定残高との照合及び上位者による承認等の手続を設けて

おりましたが、内規に定める算定方法と実際の算定方法との整合性並びに役員報酬額の改定等が期末要支

給額に適切に反映されていることを確認する手続が十分に整備されておりませんでした。その結果、役員

退職慰労引当金の算定に係る誤謬を適時に防止又は発見することができなかったことから、役員退職慰労

引当金に関する決算・財務報告プロセスに、開示すべき重要な不備が存在していたと判断いたしました。

2. 事業年度末までに是正できなかった理由

　当該誤謬及びその原因となった内部統制上の不備を認識した時期が、当連結会計年度末日後となったた

めであります。

3. 開示すべき重要な不備の是正方針

　当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、役員退職慰労金に係る内規の解釈及び適用

方法の明確化、算定に用いる基礎データ及び計算過程の確認手続の整備並びに上位者による算定結果の検

証体制の見直しを進め、これらの改善を通じて、役員退職慰労引当金の算定に関する決算・財務報告プロ

セスに係る内部統制を強化し、財務報告の信頼性を確保してまいります。

4. 連結財務諸表及び財務諸表に与える影響

　上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項については、訂正後の連結財務諸表及び財務諸

表に適切に反映しております。

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関するお知らせ

記



5. 連結財務諸表及び財務諸表の監査報告における監査意見

　無限定適正意見であります。

以 上


